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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (千円) 1,250,326 1,209,938 1,161,801 1,252,768 1,148,507

経常利益 (千円) 1,037,479 672,842 178,058 563,560 365,090

当期純利益 (千円) 599,299 391,869 69,481 319,585 126,647

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ※３   ― ※３   ─ ※３   ─ ※３   ─ ※４   ─

資本金 (千円) 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000

発行済株式総数 (株) 800,000 800,000 800,000 800,000 800,000

純資産額 (千円) 23,825,748 23,692,611 23,741,411 23,982,573 24,044,070

総資産額 (千円) 25,044,301 24,642,900 24,649,198 25,135,013 25,274,734

１株当たり純資産額 (円) 29,782.19 29,615.76 29,676.76 29,978.22 30,055.09

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

60.00

(―)

60.00

(―)

60.00

(―)

60.00 

(―)

60.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 749.12 489.84 86.85 399.48 158.31

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ※５   ― ※５ ─
 

※５ ─
 

※５ ─ 
 

※５ ─

自己資本比率 (％) 95.1 96.1 96.3 95.4 95.1

自己資本利益率 (％) 2.55 1.65 0.29 1.34 0.53

株価収益率 (倍) ※６   ― ※６ ─
 

※６ ─
 

※６ ─ 
 

※６ ─

配当性向 (％) 8.01 12.25 69.08 15.02 37.90

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 820,480 92,537 69,682 735,202 231,250

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 2,162,189 △3,531,284 △200,732 △669,281 △464,378

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △48,096 △47,960 △48,021 △47,988 △47,988

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 5,066,134 1,579,427 1,400,355 1,418,288 1,137,172

従業員数 (名) 61 59 59 56 59

(注) １ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。 

２ 売上高には、損益計算書における「営業収益」の「収入保証料」及び「その他」の合計額を記載してお

ります。 
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※３ 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

※４ 関連会社がありませんので、記載しておりません。 

※５ 潜在株式がないため記載しておりません。 

※６ 当社の株式は非上場・非登録であり記載しておりません。 

 

２ 【沿革】 

昭和27年９月 資本金５千万円で会社設立 

昭和28年４月 東京事務所設置 

昭和28年５月 旭川支店設置 

昭和57年10月 帯広支店設置 

昭和62年９月 子会社 北保証サービス株式会社設立 

平成10年４月 東京事務所を支店に改組 

平成10年７月 東北支店設置 

 

３ 【事業の内容】 

当社は、公共工事前払金保証事業及び金融保証事業を主な内容とし、更に当該事業に付随するサー

ビス業務及び建設業に関する情報収集等を行っております。 

なお、付随するサービス業務の一部を、子会社(北保証サービス㈱)が行っております。 
 

 

 

４ 【関係会社の状況】 

関連会社であった北日本認証サービス㈱は、平成23年３月10日付をもって関連会社に該当しないこ

ととなりましたので、該当事項はありません。 

 

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成23年３月31日現在 

セグメントの名称 従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

保証事業 59 39.9 16.0 7,585,536

(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

     

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成しておりません。なお、労使関係は安定しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期における我が国経済は、足踏み状態から徐々に踊り場を脱する動きが進むものと見込まれて

おりましたが、急速な円高の進行や海外経済の減速懸念により先行きの不透明感が強まり、雇用も

依然として厳しい状況が続きました。 

これに加え、３月には東日本大震災の発生により未曾有の打撃を受け、今後の経済に深刻な影響

が懸念される状況となりました。 

  建設業界においては、公共事業の大幅な縮減が続く中、より一層厳しい経営環境となりました。 

このような状況の中、当事業年度の前払金保証取扱高は、件数で18,716件（前期比86.6%）、保証

金額で3,317億8,489万円（同87.8%）と、いずれも前期を大幅に下回る結果となりました。 

発注者別保証金額では、国が1,144億7,770万円（同 72.5%）、独立行政法人等が265億6,292万円

（同116.4%）、都道府県が996億801万円（同90.3%）、市町村が834億3,172万円（同106.0%）、地方

公社が18億2,421万円（同102.1%）、その他の発注者が58億8,030万円（同89.5%）となりました。 

また、契約保証取扱高は、件数で4,415件（同89.3%）、保証金額で309億1,977万円（同110.5%）

と、保証金額が前期を上回る結果となりました。 

発注者別保証金額では、国が91億2,866万円（同70.8%）、独立行政法人等が82億8,905万円（同

199.1%）、都道府県が40億6,074万円（同80.5%）、市町村が75億4,466万円（同145.8%）、地方公社

が２億6,990万円（同620.8%）、その他の発注者が16億2,673万円（同238.6%）となりました。 

なお、金融保証は、件数で１件、保証金額で580万円、保証料6,600円、契約保証予約は、件数で

700件、予約手数料で490万円となりました。 

一方、保証事故は、前払金保証と契約保証を合わせて、件数で20件（同105.3%）、弁済金額は１

億1,207万円（同166.3%）と大幅な増加となりました。 

これらの結果、当期の損益につきましては、収入保証料が11億4,359万円（同91.5%）となり、経

常利益は３億6,509万円（同64.8%）、当期純利益は１億2,664万円（同39.6%）となりました。 

これら保証事業の他、建設業の振興を支援することを目的として、建設業構造改善支援事業（社

団法人北海道建設業協会と北海道建設業経営近代化事業を実施）、建設業金融助成事業、建設業関

連調査研究事業等の事業を引き続き実施いたしました。 

以上、当期の事業の経過及び成果についてご報告申し上げましたが、来期におきましては、震災

の影響が懸念されるとともに、公共事業関係費の大幅な削減が続く見通しであることから、建設企

業を取り巻く環境はより一層厳しい状況となることが予想されます。 

こうした中にあって、当社の前払金保証事業、契約保証事業及び契約保証予約事業の果たす役割

は一層重要になっていくものと考えており、今後におきましても、公共工事の適正な施工と建設業

の健全な発展に寄与するため、役職員一同、従前にも増して努力を傾注してまいる所存であります。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前期に比べ２億8,111万円減少し、

11億3,717万円となりました。 
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(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における営業活動による資金の増加は、２億3,125万円(前期は７億3,520万円の増加)となり

ました。これは主に税引前当期純利益が３億597万円であったこと、預り金の増加額が１億1,004万

円であったこと、及び法人税等の支払額が２億6,683万円であったことなどによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における投資活動による資金の減少は、４億6,437万円(前期は６億6,928万円の減少)となり

ました。これは主に有価証券・投資有価証券の取得による支出が23億9,398万円であったこと、有価

証券・投資有価証券の売却及び償還による収入が19億7,583万円であったことなどによるものであり

ます。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における財務活動の結果使用した資金は、前期と同額の4,798万円となりました。これはすべ

て配当金の支払額であります。 

 

２ 【営業実績】 

(1) 発注者別保証状況 
 

 
第58期 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

 件数(件) 保証金額(千円) 収入保証料(千円) 件数(件) 保証金額(千円) 収入保証料(千円)

前払金保証   

国 4,852 157,854,964 454,538 3,252 114,477,709 329,595

独立行政法人等 392 22,827,443 70,145 287 26,562,928 82,728

都道府県 8,489 110,309,598 309,024 7,806 99,608,011 276,952

市町村 7,569 78,683,153 219,325 7,098 83,431,727 235,078

地方公社 60 1,787,070 5,460 40 1,824,212 5,754

その他 241 6,568,195 19,687 233 5,880,302 17,843

小計 21,603 378,030,425 1,078,181 18,716 331,784,891 947,952

契約保証   

国 896 12,888,241 83,607 648 9,128,660 58,834

独立行政法人等 113 4,162,520 28,811 121 8,289,055 58,333

都道府県 1,672 5,042,635 27,840 1,521 4,060,749 21,551

市町村 2,168 5,173,338 27,102 2,031 7,544,669 44,109

地方公社 14 43,478 223 12 269,906 1,810

その他 83 681,887 4,316 82 1,626,735 10,999

小計 4,946 27,992,101 171,902 4,415 30,919,776 195,639

金融保証 1 40,000 △136 1 5,800 6

合計 26,550 406,062,527 1,249,946 23,132 362,710,468 1,143,598

(注) 前事業年度の収入保証料のうち金融保証欄の金額は、前々事業年度の金融保証契約に係る保証期間の変更

により生じた返還保証料を含めた金額となっております。 
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(2) 保証契約の発生及び残高 
 

 繰越高(千円) 発生高(千円) 
工事出来高等による 

減額(千円) 
差引残高(千円) 

第58期 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

81,407,720 406,062,527 413,383,377 74,086,870

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

74,086,870 362,710,468 344,381,532 92,415,805

 

(3) 保証事故の概要 

前払金保証 
 

 件数(件) 保証弁済及び弁済予定金額(千円) 

第58期 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

10 55,616

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

14 97,492

 

契約保証 
 

 件数(件) 保証弁済及び弁済予定金額(千円) 

第58期 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

9 11,790

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

6 14,578

 

３ 【対処すべき課題】 

来期は、公共事業関係費が大幅に削減され続けていることに加え、東日本大震災の影響が懸念され

ることから建設企業を取り巻く環境はより一層厳しい状況となることが予想されるため、倒産が高水

準で推移することが懸念されます。 

このような中で、当社は収入保証料の確保と保証事故の抑制に努めていくとともに、事業経費の節

減や業務の効率化などの経営改善に取り組んでまいります。また、当社の前払金保証、契約保証及び

契約保証予約の果たす役割は、一層重要になっていくものと考えており、公共工事の適正な施工と建

設業の健全な発展に寄与するため、役職員一同、従前にも増して努力を傾注してまいる所存でありま

す。 
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４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項は以下のとおりです。 

なお、本項においては将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当事業年度末現在にお

いて判断したものです。 

 

(1) 収入保証料について 

当社が運営する公共工事の前払金保証事業等は、公共事業予算の動向に影響を受けることとなり

ます。公共事業予算は、国や地方公共団体の厳しい財政事情から中長期的には今後も減少する見通

しであり、収入保証料も減少傾向が続くことが予測されます。 

また、国や地方公共団体等の公共工事発注機関における前払金支出基準や入札・契約制度の変更

等が行われた場合、当社の業績が影響を受ける可能性があります。 

 

(2) 保証事故について 

建設業の経営環境は依然として厳しい状況にあり、今後、建設業の倒産が多く発生した場合、当

社の保証事故も増える可能性があります。 

 

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 当期の経営成績の分析 

収入保証料は、前期に比べ１億634万円減少の11億4,359万円となりました。前払金保証、契約保

証の別に見ますと、前払金保証料収入が前期に比べ１億3,022万円減少の９億4,795万円、契約保証

料収入が前期に比べ2,373万円増加の１億9,563万円となりました。 

保証弁済額(保証債務弁済及び支払備金繰入)は、前期に比べ前払金保証の弁済額が4,187万円の増

加、契約保証の弁済額が278万円の増加となったことから、前期に比べ4,466万円増加の１億1,207万

円となりました。 

責任準備金は、繰入額が３億3,157万円、戻入額が３億1,852万円となり、1,304万円の繰入超過と

なりました。 

事業経費は、前期に比べ540万円増加の10億1,694万円となりました。 

このように、収入保証料が減少したこと、保証弁済額が増加したこと、責任準備金が繰入超過に

なったこと、事業経費が増加したことなどにより、営業利益は前期に比べ１億4,544万円減少の644

万円となりました。 

営業外収益は、有価証券利息が減少したこと、求償金受入が減少したことなどにより、前期に比

べ5,302万円減少の３億5,864万円となりました。 

以上の結果、経常利益は、前期に比べ１億9,847万円減少の３億6,509万円となり、また、当期は、

固定資産売却益などの特別利益が１億2,627万円発生したこと、関係会社支援損などの特別損失が１

億8,538万円発生したことなどにより、当期純利益は、前期に比べ１億9,293万円減少の１億2,664万

円となりました。 

 

(2) 資金の財源及び資金の流動性に係る情報 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、前期より５億395万円少ない２億3,125万円の資金を得

ました。これは、税引前当期純利益が減少したこと、法人税等の支払額が増加したことなどを主な

要因としております。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、前期より２億490万円少ない４億6,437万円の資金を使

用しました。これは、固定資産の取得による支出が減少したことに加え、当期は固定資産の売却に

よる収入があったことなどを主な要因としております。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、前期と同額の4,798万円の資金を使用しました。使途は

全額が配当金の支払であります。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

該当事項はありません。 

 

２ 【主要な設備の状況】 

平成23年３月31日現在における設備ならびに従業員の配置状況は次のとおりであります。 
 

土地 

区分 
事業所 
(所在地) 

面積(㎡) 
金額 
(千円)

建物 
(千円)

構築物
(千円)

車両 
運搬具
(千円)

じゅう器 
備品 
(千円) 

合計 
(千円) 

従業員数
(人) 

本社 
(札幌市中央区) 

― ― 29,074 ― 374 42,669 72,118 42

旭川支店 
(旭川市) 

― ― 3,508 ― ― 1,773 5,282 6

帯広支店 
(帯広市) 

― ― 3,494 ― ― 1,502 4,996 4

東京支店 
(東京都中央区) 

― ― 550 ― ― 1,154 1,704 5

東北支店 
(仙台市青葉区) 

― ― 3,553 ― ― 1,242 4,796 2

営業用 
設備 

計 ― ― 40,180 ― 374 48,342 88,897 59

社有地 
(札幌市中央区) 

647.70 64,944 ― 147 ― ― 65,091 ―

その他 

計 647.70 64,944 ― 147 ― ― 65,091 ―

合計 647.70 64,944 40,180 147 374 48,342 153,989 59

(注) 金額は、有形固定資産の帳簿価額であります。 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,600,000

計 1,600,000

 

② 【発行済株式】 
 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成23年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年６月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容 

普通株式 800,000 同左 非上場・非登録 
単元株制度を 
採用しておりません 

計 800,000 同左 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

昭和57年10月１日 400,000 800,000 200,000 400,000 ― ―

 
(注) 無償 株主割当 １：0.25 

 資本組入額 500円 

有償 株主割当 １：0.75 

 発行価格 500円 

 資本組入額 500円 
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(6) 【所有者別状況】 

平成23年３月31日現在 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

株主数 
(人) 

― 15 ― 250 ― ― 113 378

所有株式数 
(株) 

― 144,020 ― 540,120 ― ― 115,860 800,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 18.0 ― 67.5 ― ― 14.5 100.0

 

(7) 【大株主の状況】 

平成23年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

㈱北洋銀行 札幌市中央区大通西３丁目７番地 40.0 5.00

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 27.2 3.40

岩田地崎建設㈱ 札幌市中央区北２条東17丁目２番地 25.1 3.13

伊藤組土建㈱ 札幌市中央区北４条西４丁目１ 24.0 3.00

㈱北海道銀行 札幌市中央区大通西４丁目１番地 18.7 2.33

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 16.0 2.00

新谷建設㈱ 旭川市６条通３丁目右10号 15.6 1.95

ノースパシフィック㈱ 札幌市中央区南７条西２丁目４２５番地 13.2 1.65

㈳北海道建設業協会 札幌市中央区北４条西３丁目１番地 13.0 1.62

㈱石山組 札幌市中央区北10条西20丁目１番１号 12.2 1.52

 計  205.0 25.62

 

(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 800,000 800,000 ― 

発行済株式総数 800,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 800,000 ― 
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② 【自己株式等】 

平成23年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】 
 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

 

３ 【配当政策】 

当社は公共工事の前払金保証事業という公共的使命を果たしながら、株主に対しても安定配当を実

施することを念頭において事業の経営にあたってきました。 

このような方針の下、配当については、１株60円を安定配当とし、当期もこれを実現いたしました。 

当社の剰余金の配当については、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は株主総会であります。 

また、内部留保資金については、当社の公共的使命の遂行と建設業界の健全な発展のために役立て

ることといたします。 
 

決議年月日 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額 

(円) 

平成23年６月23日 
定時株主総会決議 

48,000 60

 

４ 【株価の推移】 

当社の株式は非上場・非登録であり該当事項はありません。 
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５ 【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

       株

平成10年６月 北海道開発事務次官 

 同12年６月 当社取締役相談役 
取締役社長 

 
代表取締役 

 新 山   惇 昭和17年５月24日生

 同13年６月 当社取締役社長(現) 

(注)1 7,666

平成13年１月 国土交通省北海道局長 

 同14年10月 財団法人北海道科学技術総合振興

センター参与 

 同17年６月 当社取締役相談役 

 同19年６月 当社常務取締役管理審査部長 

常務取締役  林   延 泰 昭和20年９月17日生

 同23年６月 当社常務取締役(現) 

(注)1 3,400

平成12年７月 当社旭川支店長 

 同15年６月 当社取締役管理審査部長兼業務部

長 

 同16年６月 当社取締役総務部長 

 同18年６月 当社取締役東京支店長 

 同21年６月 当社常務取締役(現) 

常務取締役  小 林 健 二 昭和23年７月13日生

 同23年６月 北保証サービス株式会社取締役社

長(現) 

(注)1 3,000

平成15年４月 北海道開発局開発監理部長 

 同18年４月 財団法人河川防災研究センター常

務理事 

 同20年５月 当社理事経営企画部長 

取締役 東京支店長 山 中 憲 治 昭和24年10月２日生

 同21年６月 当社取締役東京支店長(現) 

(注)1 2,300

平成８年４月 株式会社北海道銀行情報開発部地 

域企業経営研究所所長 

 同11年４月 当社総務部次長 

 同17年６月 当社経理部長 

 同23年１月 当社理事経理部長 

取締役 経理部長 坂 上 信 一 昭和26年１月３日生

 同23年６月 当社取締役経理部長(現) 

(注)1 1,500

平成10年６月 岩田建設株式会社代表取締役社長 

 同16年６月 当社取締役(現) 

 同19年４月 岩田地崎建設株式会社代表取締役

社長(現) 

 同21年５月 社団法人札幌建設業協会会長(現) 

取締役  岩 田 圭 剛 昭和28年４月10日生

 同21年５月 社団法人北海道建設業協会会長

(現) 

(注)1 ―

平成元年８月 勇建設株式会社代表取締役社長

(現) 

 同12年５月 社団法人札幌建設業協会副会長 

 同22年５月 社団法人北海道建設業協会副会長 

 同23年３月 一般社団法人札幌建設業協会会長

代行(現) 

 同23年３月 社団法人北海道建設業協会会長代

行(現) 

取締役  坂   敏 弘 昭和18年１月29日生

 同23年６月 当社取締役(現) 

(注)1 ―

平成７年４月 川島建設株式会社代表取締役社長 

 同15年11月 株式会社橋本川島コーポレーショ

ン代表取締役社長(現) 

 同22年２月 社団法人旭川建設業協会会長(現) 

 同22年５月 社団法人北海道建設業協会副会長

(現) 

取締役  川 島 崇 則 昭和24年９月３日生

 同22年６月 当社取締役(現) 

(注)1 ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

       株

昭和43年３月 北興工業株式会社代表取締役(現) 

 同63年５月 社団法人室蘭建設業協会会長(現) 

平成10年６月 当社監査役 

 同16年５月 社団法人北海道建設業協会副会長 

 同21年６月 当社取締役(現) 

取締役  萩     濟 昭和12年４月22日生

 同22年５月 社団法人北海道建設業協会理事相

談役(現) 

(注)1 ―

平成15年６月 株式会社北海道銀行取締役執行役

員 

 同17年６月 同行取締役執行役員常務 

 同18年６月 同行取締役常務執行役員 

 同22年６月 同行代表取締役副頭取執行役員

(現) 

取締役  笹 原 晶 博 昭和32年２月21日生

 同22年６月 当社取締役(現) 

(注)1 ―

平成17年６月 公正取引委員会事務総局北海道事

務所長 

 同19年７月 当社経営企画部参事 
常任監査役  山 林   弘 昭和22年10月10日生

 同23年６月 当社常任監査役(現) 

(注)2 ―

平成15年８月 萩原建設工業株式会社代表取締役

社長(現) 

 同15年９月 帯広建設業協会会長(現) 

 同15年９月 社団法人北海道建設業協会理事 

 同20年６月 当社監査役(現) 

監査役  萩 原 一 利 昭和26年３月８日生

 同22年５月 社団法人北海道建設業協会副会長

(現) 

(注)2 ―

計 17,866

(注) １ 取締役の任期は平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

２ 監査役の任期は平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は公共工事の適正な施工に寄与することを目的とした「公共工事の前払金保証事業に関す

る法律」に基づき設立された公共性の高い企業であります。従って、当社に対しては公正かつ透

明性の高い経営システムの維持が求められているものと考えており、関係法令を遵守した上で公

正かつ迅速な対応ができる体制を整備するとともに、従来より非常勤役員を積極的に迎え入れる

ことによる経営の監督機能の強化に努めております。 

 

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

・当社の取締役会は、提出日現在、非常勤取締役５名を含む取締役10名で構成され、年５回以上

開催される取締役会において、経営の基本方針や法令に定められた事項について、監査役を交

えた審議の上、的確な意思決定を図っております。なお、当社の取締役は３名以上とする旨、

定款に定めております。 

・経営環境の変化に適時に対応するとともに、取締役の経営責任を明確化するため、取締役の任

期は２年としております。 
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・当社は監査役会制度を採用しておらず、また内部監査部門は有しておりませんが、必要に応じ

て社長以下適切な役職員による定期又は臨時の内部監査を実施しており、その結果については

監査役に報告しております。 

・監査役は提出日現在、非常勤監査役１名を含む２名で構成されており、各監査役は、取締役会

への出席や重要書類の閲覧などを通じて、取締役会の職務執行について監査しております。 

・会社法第２条第15号に定める社外取締役及び同第２条第16号に定める社外監査役はおりません。 

 

③ 役員報酬の内容 

イ 取締役11名 70,036千円

ロ 監査役２名 11,300千円

 

 

④ 取締役の選任の決議要件 

・当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。なお、

累積投票によらないものとしております。 

 

⑤ 株主総会の特別決議要件 

・当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨定款に定めております。 

 これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を

行うことを目的とするものであります。 

 

(2) 【監査報酬の内容等】 

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

該当事項はありません。 

 

②【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

 

④【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)及び同規則第２条により「公共工事の前払金保証事業に関する

法律施行規則」(昭和27年建設省令第23号。以下「前払金保証事業法施行規則」という。)に基づいて

作成しております。 

なお、前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

 

２ 連結財務諸表について 

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から

見て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤ら

せない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準 4.5％

売上高基準 3.6％

利益基準 3.8％

利益剰余金基準 0.8％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

 

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

第58期 
(平成22年３月31日) 

第59期 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,958,646 1,677,579

未収保証料 137,798 155,725

有価証券 1,559,886 1,069,982

短期貸付金 4,000 3,900

未収収益 70,846 60,009

繰延税金資産 29,378 23,876

その他 11,553 129,660

流動資産合計 3,772,110 3,120,733

固定資産   

有形固定資産   

建物 131,442 126,341

構築物 27,767 5,126

車両運搬具 5,657 5,657

じゅう器備品 168,451 172,049

土地 104,646 64,944

減価償却累計額 △232,837 △220,129

有形固定資産合計 205,127 153,989

無形固定資産   

電話加入権 3,684 3,684

その他 214,656 243,931

無形固定資産合計 218,341 247,616

投資その他の資産   

投資有価証券 20,060,427 20,932,903

関係会社株式 156,000 100,000

借室保証金 43,253 41,081

従業員長期貸付金 111,793 120,102

繰延税金資産 547,870 538,217

その他 20,089 20,089

投資その他の資産合計 20,939,433 21,752,395

固定資産合計 21,362,903 22,154,000

資産合計 25,135,013 25,274,734
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(単位：千円)

第58期 
(平成22年３月31日) 

第59期 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払備金 － 3,036

責任準備金 318,523 331,570

未払金 909 921

未払費用 57,493 77,208

未払法人税等 161,918 52,437

預り金 158,451 268,499

流動負債合計 697,295 733,675

固定負債   

退職給付引当金 360,044 391,288

役員退職慰労引当金 95,100 105,700

固定負債合計 455,144 496,988

負債合計 1,152,440 1,230,663

純資産の部   

株主資本   

資本金 400,000 400,000

利益剰余金   

利益準備金 100,000 100,000

その他利益剰余金   

退職給与積立金 85,000 －

保証債務積立金 21,392,000 21,392,000

別途積立金 1,490,000 1,790,000

繰越利益剰余金 898,211 761,859

利益剰余金合計 23,965,211 24,043,859

株主資本合計 24,365,211 24,443,859

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △382,638 △399,788

評価・換算差額等合計 △382,638 △399,788

純資産合計 23,982,573 24,044,070

負債純資産合計 25,135,013 25,274,734
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

第58期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業収益   

収入保証料 1,249,946 1,143,598

責任準備金戻入 296,585 318,523

その他 2,821 4,908

営業収益合計 1,549,353 1,467,030

営業費用   

保証債務弁済 67,407 109,034

支払備金繰入 － 3,036

責任準備金繰入 318,523 331,570

事業経費   

役員報酬 71,634 68,236

給料手当 417,004 432,339

退職金 66,884 44,343

福利厚生費 92,180 99,880

事務費 126,089 106,464

旅費通信費 33,167 29,361

地代家賃 84,504 82,595

協会費諸会費 6,464 5,940

租税公課 9,896 9,809

減価償却費 34,607 70,102

その他 69,105 67,873

事業経費合計 1,011,539 1,016,946

営業費用合計 1,397,470 1,460,588

営業利益 151,883 6,442

営業外収益   

受取利息 4,489 3,569

有価証券利息 301,482 280,813

受取配当金 7,055 8,105

求償金受入 88,194 57,169

雑収入 10,454 8,989

営業外収益合計 411,677 358,648

経常利益 563,560 365,090

特別利益   

固定資産売却益 － ※1  110,307

投資有価証券売却益 － 2,433

投資有価証券割当益 － 13,533

特別利益合計 － 126,274
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(単位：千円)

第58期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※2  48 ※2  12,847

投資有価証券売却損 31,180 －

投資有価証券評価損 － 27,540

関係会社株式評価損 － 41,893

関係会社支援損 － ※3  103,106

ゴルフ会員権売却損 7,614 －

特別損失合計 38,842 185,387

税引前当期純利益 524,718 305,978

法人税、住民税及び事業税 172,777 152,559

法人税等調整額 32,355 26,770

法人税等合計 205,132 179,330

当期純利益 319,585 126,647
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

第58期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 400,000 400,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 400,000 400,000

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 100,000 100,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 100,000 100,000

その他利益剰余金   

退職給与積立金   

前期末残高 85,000 85,000

当期変動額   

退職給与積立金の取崩 － △85,000

当期変動額合計 － △85,000

当期末残高 85,000 －

保証債務積立金   

前期末残高 21,192,000 21,392,000

当期変動額   

保証債務積立金の積立 200,000 －

当期変動額合計 200,000 －

当期末残高 21,392,000 21,392,000

別途積立金   

前期末残高 1,490,000 1,490,000

当期変動額   

別途積立金の積立 － 300,000

当期変動額合計 － 300,000

当期末残高 1,490,000 1,790,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 826,626 898,211

当期変動額   

剰余金の配当 △48,000 △48,000

退職給与積立金の取崩 － 85,000

保証債務積立金の積立 △200,000 －

別途積立金の積立 － △300,000

当期純利益 319,585 126,647

当期変動額合計 71,585 △136,352

当期末残高 898,211 761,859
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(単位：千円)

第58期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 24,093,626 24,365,211

当期変動額   

剰余金の配当 △48,000 △48,000

退職給与積立金の取崩 － －

保証債務積立金の積立 － －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 319,585 126,647

当期変動額合計 271,585 78,647

当期末残高 24,365,211 24,443,859

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △352,214 △382,638

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,423 △17,150

当期変動額合計 △30,423 △17,150

当期末残高 △382,638 △399,788

純資産合計   

前期末残高 23,741,411 23,982,573

当期変動額   

剰余金の配当 △48,000 △48,000

当期純利益 319,585 126,647

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,423 △17,150

当期変動額合計 241,161 61,497

当期末残高 23,982,573 24,044,070
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

第58期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 524,718 305,978

減価償却費 34,607 70,102

固定資産売却損益（△は益） － △110,307

投資有価証券売却損益（△は益） 31,180 △2,433

投資有価証券評価損益（△は益） － 27,540

投資有価証券割当益 － △13,533

関係会社株式評価損 － 41,893

関係会社支援損 － 103,106

ゴルフ会員権売却損益（△は益） 7,614 －

固定資産除却損 48 12,847

責任準備金の増減額（△は減少） 21,937 13,047

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,250 31,243

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,100 10,600

受取利息及び受取配当金 △313,027 △292,489

未収保証料の増減額（△は増加） △3,887 △17,926

支払備金の増減額（△は減少） － 3,036

預り金の増減額（△は減少） 44,392 110,048

その他 82,705 △95,830

小計 444,439 196,922

利息及び配当金の受取額 332,856 301,167

法人税等の支払額 △42,093 △266,839

営業活動によるキャッシュ・フロー 735,202 231,250

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △540,357 △540,406

定期預金の払戻による収入 340,244 540,357

有価証券の売却及び償還による収入 1,599,805 1,859,864

有価証券の取得による支出 △499,952 △599,963

投資有価証券の売却及び償還による収入 260,251 115,966

投資有価証券の取得による支出 △1,662,804 △1,794,018

関係会社株式の取得による支出 － △91,600

ゴルフ会員権の売却による収入 750 －

固定資産の取得による支出 △173,770 △96,377

固定資産の売却による収入 － 150,009

貸付けによる支出 △1,000 △15,800

貸付金の回収による収入 7,552 7,590

投資活動によるキャッシュ・フロー △669,281 △464,378

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △47,988 △47,988

財務活動によるキャッシュ・フロー △47,988 △47,988

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,933 △281,116

現金及び現金同等物の期首残高 1,400,355 1,418,288

現金及び現金同等物の期末残高 1,418,288 1,137,172
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【重要な会計方針】 
 

 
第58期 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

① 満期保有目的の債券 

   償却原価法 

② 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

③ その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算末日の市場価格等に基づ

く時価法 

   (評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

① 満期保有目的の債券 

同左 

② 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

③ その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

    

 

 

   時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっておりま

す。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

  ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によって

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 責任準備金 

  責任準備金は前払金保証事業法第

15条の規定に基づき計上しておりま

す。 

(1) 責任準備金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に基づ

き、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。

(2) 退職給付引当金 

同左 

 

 (3) 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金にあてるため、当

社役員退職慰労金内規に基づき期末

要支給額を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

４ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資であります。 

同左 
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【会計方針の変更】 
 

第58期 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

―――――――――――― 

 

 

 

 

（資産除去債務に関する会計基準等の適用） 

当事業年度から、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

これによる損益への影響はありません。 

 

【表示方法の変更】 
 

第58期 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

(損益計算書) 

 前事業年度において営業外収益の「雑収入」に含めて

表示しておりました「求償金受入」(前事業年度25,302

千円)については、営業外収益総額の100分の10を超えた

ため、当事業年度より区分掲記しております。 

―――――――――――― 

 

 

【注記事項】 

(貸借対照表関係) 
 

第58期 
(平成22年３月31日) 

第59期 
(平成23年３月31日) 

 １ 期末保証債務残高(負債) 74,086,870千円
 

 １ 期末保証債務残高(負債) 92,415,805千円
 

 

(損益計算書関係) 
 

第58期 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

―――――――――――― 

 

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

じゅう器備品 48千円

 

 

 

 

 

 

―――――――――――― 

 

 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 110,307千円

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 702千円

構築物 680千円

じゅう器備品 2,465千円

その他 4,588千円

除却費用 4,410千円

合計 12,847千円

 

※３ 北日本認証サービス㈱へ同社株式2,900株（簿価

103,106千円）を無償譲渡したことによるものであ

ります。 
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(株主資本等変動計算書関係) 

第58期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 800,000 ― ― 800,000

 

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 48,000 60 平成21年３月31日 平成21年６月25日

 

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 48,000 60 平成22年３月31日 平成22年６月25日

 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 800,000 ― ― 800,000

 

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 48,000 60 平成22年３月31日 平成22年６月25日
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 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 48,000 60 平成23年３月31日 平成23年６月24日

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

第58期 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,958,646千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△540,357千円

現金及び現金同等物 1,418,288千円
  

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,677,579千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△540,406千円

現金及び現金同等物 1,137,172千円
  

 

(金融商品関係) 

第58期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産で行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

有価証券及び投資有価証券は、債券及び株式であり、発行体の信用リスク、金利の変動リスク

及び市場価格の変動リスクがあります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等や時価を把握しておりま

す。 

 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日(当期の決算日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めておりません((注２)を参照下さい。)。 
 

区分 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円) 

(1) 現金及び預金 1,958,646 1,958,646 ―

(2) 有価証券及び投資有価証券  

 ① 満期保有目的の債券 17,590,464 17,219,812 △370,651

 ② その他有価証券 3,730,640 3,730,640 ―

合計 23,279,750 22,909,099 △370,651

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 
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(2) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融

機関から提示された価格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」の注記を参照

下さい。 

 

(注２) 非上場株式(貸借対照表計上額 299,209千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(2)有

価証券及び投資有価証券 ②その他有価証券」には含めておりません。 

 

(追加情報) 

当事業年度より「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)

を適用しております。 

 

(注３) 満期のある金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 
 

 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

現金及び預金 840,357 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券  

 満期保有目的の債券  

  (1) 国債・地方債等 860,000 3,135,000 4,400,000 ―

  (2) 社債 600,000 2,310,000 1,500,000 ―

  (3) その他 100,000 ― ― 4,700,000

 その他有価証券のうち満期があるもの  

  (1) 債券  

   ① 国債 ― ― 500,500 ―

   ② その他 ― ― ― 2,950,640

合計 2,400,357 5,445,000 6,400,500 7,650,640

 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産で行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

有価証券及び投資有価証券は、債券、株式及び投資信託であり、発行体の信用リスク、金利の

変動リスク及び市場価格の変動リスクがあります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等や時価を把握しておりま

す。 
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日(当期の決算日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めておりません((注２)を参照下さい。)。 
 

区分 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円) 

(1) 現金及び預金 1,677,579 1,677,579 ―

(2) 有価証券及び投資有価証券  

 ① 満期保有目的の債券 17,735,559 17,212,361 △523,198

 ② その他有価証券 3,961,116 3,961,116 ―

合計 23,374,256 22,851,057 △523,198

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

(2) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示

された価格、投資信託は基準価額によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」の注記を参照

下さい。 

 

(注２) 非上場株式(貸借対照表計上額 306,209千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(2)有

価証券及び投資有価証券 ②その他有価証券」には含めておりません。 

 

(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 
 

 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

現金及び預金 1,677,579 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券  

 満期保有目的の債券  

  (1) 国債・地方債等 510,000 4,535,000 3,100,000 ―

  (2) 社債 560,000 2,540,000 1,800,000 100,000

  (3) その他 ―  4,600,000

 その他有価証券のうち満期があるもの  

  (1) 債券  

   ① 国債 ― ― 500,000 ―

   ② その他 ― ― ― 3,600,000

合計 2,747,579 7,075,000 5,400,000 8,300,000
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(有価証券関係) 

第58期(平成22年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券 
 

区分 
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

貸借対照表日における
時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

時価が貸借対照表計上額を超える
もの 

12,490,464 13,000,863 510,399

時価が貸借対照表計上額を超えな
いもの 

5,100,000 4,218,949 △881,051

合計 17,590,464 17,219,812 △370,651

 

２ 子会社株式及び関連会社株式 

 子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額156,000千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載

しておりません。 

 

３ その他有価証券 
 

区分 
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

取得原価 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの 

 

 株式 62,320 34,960 27,360

 債券 500,500 500,000 500

小計 562,820 534,960 27,860

貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの 

 

 株式 217,180 237,475 △20,295

 債券 2,950,640 3,600,000 △649,360

小計 3,167,820 3,837,475 △669,655

合計 3,730,640 4,372,435 △641,795

 

第59期(平成23年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券 
 

区分 
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

貸借対照表日における
時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

時価が貸借対照表計上額を超える
もの 

11,372,775 11,873,178 500,402

時価が貸借対照表計上額を超えな
いもの 

6,362,784 5,339,183 △1,023,601

合計 17,735,559 17,212,361 △523,198

 

２ 子会社株式及び関連会社株式 

 子会社株式(貸借対照表計上額100,000千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。 
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３ その他有価証券 
 

区分 
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

取得原価 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの 

 

 株式 49,248 34,960 14,288

 債券 503,250 500,000 3,250

小計 552,498 534,960 17,538

貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの 

 

 株式 260,964 296,718 △35,753

 債券 2,949,790 3,600,000 △650,210

 その他 197,864 200,000 △2,135

小計 3,408,618 4,096,718 △688,099

合計 3,961,116 4,631,678 △670,561

 

４ 減損処理を行った有価証券 

    当事業年度において、有価証券について69,433千円（その他有価証券の株式27,540千円、関連会社

株式41,893千円）減損処理を行っております。 

 

(デリバティブ取引関係) 

第58期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 
 

第58期 
(平成22年３月31日) 

第59期 
(平成23年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   確定給付型の制度として退職一時金制度を設けて

いるほか、確定拠出年金制度を設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   確定給付型の制度として退職一時金制度を設けて

いるほか、確定拠出年金制度を設けております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 ①退職給付債務 360,044千円

 ②退職給付引当金 360,044千円

 (注) 退職給付債務は退職一時金制度における期末自

己都合要支給額を基にしております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 ①退職給付債務 391,288千円

 ②退職給付引当金 391,288千円

 (注) 退職給付債務は退職一時金制度における期末自

己都合要支給額を基にしております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 ①勤務費用 30,984千円

 ②確定拠出年金への掛金支払額 16,777千円

 ③退職給付費用(①+②) 47,762千円
  

３ 退職給付費用に関する事項 

 ①勤務費用 31,243千円

 ②確定拠出年金への掛金支払額 19,185千円

 ③退職給付費用(①+②) 50,428千円
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(税効果会計関係) 
 

第58期 
(平成22年３月31日) 

第59期 
(平成23年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 退職給付引当金否認額 145,386千円

 役員退職慰労引当金否認額 38,401千円

 保証債務弁済否認額 71,066千円

 未払事業税否認額 11,347千円

 未払賞与否認額 16,790千円

 投資有価証券評価損否認額 33,827千円

 その他有価証券評価差額 270,406千円

 その他 1,272千円

繰延税金資産合計 588,498千円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額 11,249千円

繰延税金負債合計 11,249千円

繰延税金資産の純額 577,248千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 退職給付引当金否認額 158,002千円

 役員退職慰労引当金否認額 42,681千円

 保証債務弁済否認額 21,812千円

 未払事業税否認額 4,464千円

 未払賞与否認額 17,476千円

 支払備金繰入否認額 1,226千円

 投資有価証券評価損否認額 44,948千円

 その他有価証券評価差額 277,854千円

 その他 710千円

繰延税金資産合計 569,175千円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額 7,081千円

繰延税金負債合計 7,081千円

繰延税金資産の純額 562,094千円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.38％

（調整） 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 18.21％

その他 0.02％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.61％
 

 

(賃貸等不動産関係) 

第58期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 
 

(追加情報) 

当事業年度より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号 平

成20年11月28日)及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第23号 平成20年11月28日)を適用しております。 

 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

(持分法損益等) 

第58期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

(資産除去債務関係) 

第59期(平成23年３月31日) 

資産除去債務がないため、該当事項はありません。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

第58期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

当社の事業は、保証事業ならびにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。 

 

 第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

当社の事業は、保証事業ならびにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。 

 

【関連情報】 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１ 製品及びサービスごとの情報 

  単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。 

 

２ 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３ 主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

（追加情報) 

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。 
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【関連当事者情報】 

第58期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

第59期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

  関連当事者との取引 

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 
 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

関連 
会社 

北日本認証
サ ー ビ ス 
株 式 会 社 

北海道 
札幌市 
中央区 

45,000 
ISO審査 
登録機関

所有 
直接37.33

― 

 
増資の引受
 
株式の 
無償譲渡 

 

 51,600 
 

103,106 

 
― 
 
― 
 

 
― 
 
― 
 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

関連会社であった北日本認証サービス㈱の経営支援を目的として、平成23年３月10日付をもって同

社の第三者割当増資 1,032株（払込金額の総額 51,600千円）を引受するとともに、同社へ同社株式 

2,900株（簿価合計 103,106千円）を無償譲渡いたしました。 

この結果、特別損失「関係会社支援損」103,106千円を計上するとともに、同日付をもって同社は関

連会社に該当しないこととなりました。 

なお、当期末における同社の資本金の額は96,600千円、議決権等の所有割合は7.25％となっており

ます。 

 

(１株当たり情報) 
 

 
第58期 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

第59期 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

１株当たり純資産額 29,978.22円 30,055.09円

１株当たり当期純利益 399.48円 158.31円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

 １株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

損益計算書上の 
当期純利益 

319,585千円

普通株式に係る 
当期純利益 

319,585千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 
 該当事項はありません。 

 
 

普通株式の期中平均株式数 

 800,000株
 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

損益計算書上の 
当期純利益 

126,647千円

普通株式に係る 
当期純利益 

126,647千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 
 該当事項はありません。 

 
 

普通株式の期中平均株式数 

 800,000株
  



ファイル名:0105120_0765600102306.doc 更新日時:2011/06/22 3:23 印刷日時:11/06/22 3:37 

― 35 ― 

⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

(1) 有価証券 
 

種類 銘柄の総数 貸借対照表計上額(千円)

国債 1 299,993

地方債 2 209,990

社債 5 559,999

満期保有目的 
の債券 

債券 

計 8 1,069,982

 

(2) 投資有価証券 
 

種類 銘柄の総数 貸借対照表計上額(千円)

国債 9 1,300,363

地方債 7 519,768

特殊債 56 5,804,952

社債 41 4,440,492

外国債 9 4,600,000

満期保有目的 
の債券 

債券 

計 122 16,665,577

事業の種類 銘柄の総数 貸借対照表計上額(千円)

金融・保険業 4 349,248

建設業 2 10,759

その他 8 256,414

株式 

計 14 616,422

種類 銘柄の総数 貸借対照表計上額(千円)

国債 1 503,250

外国債 7 2,949,790
債券 

計 8 3,453,040

種類 銘柄の総数 貸借対照表計上額(千円)

証券投資信託受益証券 1 197,864

その他 
有価証券 

その他 

計 1 197,864

 

【信託有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

 



ファイル名:0105120_0765600102306.doc 更新日時:2011/06/22 3:23 印刷日時:11/06/22 3:37 

― 36 ― 

【有形固定資産等明細表】 
 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産   

 建物 131,442 ― 5,101 126,341 86,160 3,603 40,180

 構築物 27,767 ― 22,641 5,126 4,979 51 147

 車両運搬具 5,657 ― ― 5,657 5,282 175 374

 じゅう器備品 168,451 19,757 16,159 172,049 123,706 23,516 48,342

 土地 104,646 ― 39,701 64,944 ― ― 64,944

有形固定資産計 437,964 19,757 83,604 374,118 220,129 27,346 153,989

無形固定資産   

 電話加入権 ― ― ― 5,301 1,617 ― 3,684

 その他 ― ― ― 291,998 48,067 42,756 243,931

無形固定資産計 ― ― ― 297,300 49,684 42,756 247,616

(注) 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

 

【引当金明細表】 
 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

責任準備金 318,523 331,570 ― 318,523 331,570

役員退職慰労引当金 95,100 13,100 2,500 ― 105,700

(注) 責任準備金の当期減少額の「その他」は前払金保証事業法第15条の規定による戻入であります。 

 

【資産除去債務明細表】 

   該当事項はありません。 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

 

区分 金額(千円) 

現金 8,117

預金 

当座預金 460,969

普通預金 668,086

定期預金 540,406

小計 1,669,461

合計 1,677,579

 

② 未収保証料 

 

相手先 金額(千円) 

萩原建設工業㈱ 3,112

新谷建設㈱ 2,807

伊藤組土建㈱ 2,781

㈱竹中工務店 2,707

地崎道路㈱ 2,359

その他 141,957

計 155,725

(注) 未収保証料は、保証料一括納付制度(保証契約者が１ヶ月分の保証料をまとめて納付することを認めている

制度)に係る保証料の未収分であり、滞留期間は0.5～2.5ヶ月であります。 

なお、当期中の未収保証料はすべて所定の期限内に回収しております。 

 

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 ありません 

株式の名義書換え  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 ありません 

  株主名簿管理人 ありません 

  取次所 ありません 

  買取手数料 ありません 

公告掲載方法 官報 

株主に対する特典 ありません 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

 

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

 

(1)  
 

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第58期) 

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

 
平成22年６月25日 
北海道財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第59期中) 
 

自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日

 
 
平成22年12月22日 
北海道財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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 財務諸表等の監査証明に関する内閣府令附則２の三により、監査報告書の添付を省略してお

ります。 
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 財務諸表等の監査証明に関する内閣府令附則２の三により、監査報告書の添付を省略してお

ります。 
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